
要旨: 
情報科学研究所が 1998 年度から約 6 年にわたって行っていた，キャンパス・オン・デマンド(COD)プロジェクトは，専

修大学の遠隔授業の先駆けであり，2000 年代に行われた他の関連プロジェクトにつながるとともに，有用な経験が蓄積

されていた．当時の遠隔授業プロジェクトで得られた有用な経験と課題について述べ，それ以後の情報技術の進歩が当

時の課題を解消し，コロナ禍の専修大学における，動画だけに頼らずにインタラクティブ性がある遠隔授業の方法につ

ながったのか述べる．今後，オンデマンド型の遠隔授業を実施していく必要がある際に，COD プロジェクトから活かせ

る知見についても述べている． 
 
Abstract:  

The Campus on Demand (COD) project, conducted by the Institute of Information Science over a period of about six years starting in 
1998, was a pioneer of remote learning in Senshu University, and led to other related projects in the 2000s, as well as accumulating 
useful experience. We will describe the useful experiences and challenges of the remote learning projects at that time, and how the 
subsequent advances in information technology solved the problems of that time and led to the development of interactive remote 
learning methods at Senshu University in the Corona (COVID-19) related crisis, which did not rely on video alone. This paper describes 
the findings from the COD project that can be used to implement on-demand distance learning in the future. 
 

1. はじめに 
筆者は，2020 年度前期授業における，コロナ禍に伴う専修

大学の遠隔（オンライン）授業実施に関して，ネットワーク

情報学部長，及び情報科学センター長として，全体をマネー

ジする側の立場にあった．学長から指示を受けて，最初に考

えたことは，約 20 年前に情報科学研究所が行っていたキャ

ンパス・オン・デマンド(COD)プロジェクトからの一連の遠

隔授業に関する研究の知見を活かすことで，専修大学として

の特徴を出していきたいというものであった． 
この 20 年間における ICT（情報通信技術）の進歩は大き

く，過去の知見のみに頼ることは適切ではないかもしれない

が，インターネットはベストエフォートの世界であり，裏側

にあるリスクは余り変わることはない．注意すべきこと，と

いう観点では，以前の経験が役立つ可能性が高い．本稿では，

COD プロジェクトからの本学の遠隔授業に関連する取り組

みを，情報技術の発展とともに整理し，2020 年度前期の専修

大学の遠隔授業の方法にどのように活かすことができたの

か述べていくこととする． 
2 節では，1998 年度から約 10 年間に渡って本学で実施さ

れていた遠隔授業に関するプロジェクトを概観する．3 節で

は，その後 10 年間にわたって遠隔授業に関連する ICT 技術

がどのように発展し，遠隔授業の実施にどのような影響があ

るのか述べる．4 節では，最近 2 年間の専修大学での遠隔授

業に関連する動きを述べる．5 節では，コロナ禍での専修大

学の遠隔授業の実現方法と，それが 2〜4 節に述べたことと

どのようにつながっているのか述べる．6 節では，今後，オ

ンデマンド型の遠隔授業を実施することになった際に活か

すことができるであろう，COD プロジェクトでの知見を述

べ，最後に 7 節では専修大学で継続的に遠隔授業を発展させ

るために必要なことを述べることとする． 
 

2. 2000 年代の専修大学の遠隔授業に関するプロジェク

ト 
本節では，1998 年度から約 10 年間にわたって専修大学で

行われた遠隔授業に関連するプロジェクトを紹介する． 
 

2.1. 遠隔授業に関するプロジェクトの概要 
専修大学の遠隔授業に関するプロジェクトは，1998 年度に

スタートした情報科学研究所の「COD（キャンパス・オン・

デマンド）プロジェクト」である[1,2,3,4,5,6,7]．このプロジェ

クトは，1999〜2003 年度に私立大学等研究設備等補助金を受

けて，経営学部，ネットワーク情報学部の授業などのコンテ

ンツを作成し，学生の学習に活用してもらっていた． 
2003 度には，サイバーキャンパス整備事業として，文学部

日本語日本文学科日本文学専攻（当時）の板坂則子教授を代

表とする「インターネットを用いた国際間授業」が始まり，

オンデマンド学習用コンテンツに加えて，国際間の同時双方

向授業を行った[8.9]．この授業は，板坂教授の尽力により，

補助金終了後も継続的に実施されている． 
2004〜2009 年度は，社会知性開発研究センターの都市政策

センターが，開催するシンポジウムを，川崎市産業振興会館，

専修大学神田校舎・生田校舎の３地点を，遠隔ビデオ会議専

用機と専用 IP 回線で接続し，複数地点間シンポジウムを行

ってきた[10]． 
このように 2000 年代には，専修大学ではインターネット

を活用した教育や研究シンポジウムを行う様々なプロジェ

クトが実施されていた．並行して 2004 年度から e キャンパ
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ス推進委員会が設置され，2007 年に竣工された生田校舎 10
号館（130 周年記念館）にはリアルタイム動画配信用のカメ

ラを設置する部屋が設けられるなど，本格的な遠隔授業を始

める準備が進められてきた．恒常的に進める計画が提案され

たものの，大学としてそれらの計画が実施されるまでには至

らず，e キャンパス推進委員会が教育開発支援委員会と両委

員長の連名で，2011 年 3 月 9 日に学長宛「専修大学教育開発

支援センター（仮称）の設置について（願い）」という文書を

出した後，その後，e キャンパス推進委員会が休眠状態にな

り，大学として組織的に遠隔授業を模索することはストップ

という状況になった．継続的にプロジェクトが実施されてい

る間は，アルバイトとして協力してくれるネットワーク情報

学部の学生たちがノウハウを引き継いでくれていたが，継続

されなくなると継承ができなくなる，という状況にも陥った． 
 

2.2. COD（キャンパス・オン・デマンド）プロジェクト 
1998 年度から約 6 年間に渡って情報科学研究所が実施し

てきた COD プロジェクトについて振り返る．COD プロジェ

クトの当初は，実際の授業を学生アルバイトによって撮影し

てもらい，それをデジタル動画ファイルに変換し，編集した

ものを，学内の動画配信サーバでストリーミング配信をする

という方法をとっていた[1,2,4]．これは，大学設置基準第 25
条第 2 項の授業（メディア授業）とは異なり，通常の教室で

行われている面接（対面）授業を復習するため，あるいは再

履修の学生向けに理解不十分の単元を集中的に学習すると

いう目的で使用するといった位置付けを想定していたこと

にある．当時は，教室に撮影カメラが常設されていなかった

ため，授業のたびに学生アルバイトが研究室からビデオカメ

ラなどの機材一式を事前に借り，休み時間中に撮影できる状

態になるまで準備しなければならず，対象とする授業数を増

やすことが困難になっていた． 
そこで，プロジェクトの後半では，教室以外の専用撮影部

屋を情報科学センターに用意してもらい，授業時間外に撮影

する方法も用いるようになった[6,7]．教員がパソコン上で

PowerPoint などを使って説明している様子を，ビデオカメラ

で同時に撮影し，PowerPointなどのスライドを静止画像とし，

動画にあわせて切り替えるタイミングを同期する Web ペー

ジとをコンテンツとして生成するソフトウェアを導入した．

通常の授業を対象とするのではなく，経営学部とネットワー

ク情報学部の教員によるオンデマンド用ガイダンス授業を，

春休み中に撮影部屋で収録し，公開することになった． 
このように，オンデマンド講義コンテンツを作成し学生に

公開することはできたものの，収録・編集・配信に必要な様々

な機器やソフトウェアが必要であることに加え，それらの操

作に習熟している学生アルバイトが必要であり，規模の拡大

には限界があったと考えることができる． 
2000 年代に入ると，ネットワーク情報学部の学生であれば

自宅に常時接続回線を有していたが，著作権のことを考慮す

ると，大学内にサーバを置き，大学内の端末室でしか閲覧で

きないという設定にせざるを得なかったことで，学生が気軽

にいつでもどこでも閲覧できるわけではなく利用数が伸び

ないという問題点もあった． 
撮影や編集に関わる様々なノウハウは今でも活用できる

ものが多い．当時，苦労しながら行っていたこともあり，費

用対効果を考えて，どこまで手間をかけることが妥当なのか，

という知見も得られた．6 節では，そのことを紹介し，これ

からオンデマンド授業を広げる必要があるときに活用され

ると良いと考えている． 
 

3. 2000年代からの2020年への技術的発展による変化 
この 20 年間の技術的発展が，遠隔授業にどのような変化

をもたらしているのか，いくつかの観点に分けて述べる． 
 
同時双方向型授業に関連する技術的発展 
 2000 年代においては，Polycom 社などの遠隔ビデオ会議専

用機を用いて１対１，多くとも数地点同士を接続していた．   
 2020 年では，Google Meet, Zoom, Cisco Webex, Microsoft 
Teams 等，汎用品の PC あるいはスマートフォン用ソフトを

用いて，クラウド上のサーバを介して，100 を超えるような

機器を接続して授業（会議）を行うことができるようになっ

た．これは動画の圧縮技術，汎用機器の動画処理能力の向上

によるところが大きい．遠隔授業（会議）と同時に，クラウ

ドサーバ上に動画を収録する機能も有しており，終了後，収

録された動画ファイルをオンデマンド配信サーバにアップ

ロードすることで，後でも見ることができるようになった． 
 
オンデマンド型授業に関連する技術的発展 
 2000 年代の前半においては，録画メディアがテープであ

り，そのため PC に編集のため取り込むのに実時間を要して

いた．また当時のハードウェア性能では，編集した動画を圧

縮した形式として保存するのに，実時間より多くの時間を要

していた．学内に設置するようなオンプレミスサーバでは，

サーバの処理能力，及びサーバに接続するネットワークスピ

ードの問題から，圧縮率を上げてファイルを小さくしておか

なければならず，圧縮の処理時間がかかる要因になっていた． 
 2020 年においては，ハードディスクや SD カードといった

ランダムアクセスの記憶媒体に動画を記録することができ

るため，PC に編集のため取り込むデータ転送時間は短くな

った．また，編集した動画は YouTube などのクラウドサーバ

に転送すれば，そこで圧縮も行うことができ，その間，別作

業をすることができるようになった． 
 
学生間のコミュニケーションや共同作業に関連する技術的
発展 
 文字を使用したチャットシステム，掲示板システムは，イ

ンターネットの初期の頃から使用されてきたが，2020 年で

は，同期型の共同編集可能なクラウドシステム上のソフトウ

ェア（Google の Docs, Spreadsheets, Slides, Jamboard など）を

使用できるようになっていることで，動画や音声に頼らない，

同期型の授業の可能性が広がってきていると言える． 
 
学生側が遠隔授業を受講する機器やネットワーク 
 2000 年代は，PC で受講すると考えられ，学生の自宅にあ

る PC は，デスクトップ型とノート型の両方が考えられた． 
 2020 年では，学生の多くが保有している機器はスマートフ

ォンである．スマートフォンにおいても，PC で動作するア

プリケーションを利用できることが多くなってきているが，

機能や使いやすさという点で，差異が見られる．PC とスマ

ートフォンを併用し，それぞれの利点を活かす形で受講する

ことができるようになった． 
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ネットワーク環境については有線の変化よりは，無線の変

化が大きい．2000 年代に，自宅で PC を使用している場合に

は，光ファイバ，ケーブルテレビ，ADSL といった定額固定

回線インターネット契約をする学生が普通であった．スマー

トフォンは，4G(LTE)のブロードバンド回線と一体となって

おり，PC 保有者であっても，定額固定回線を持たず，スマー

トフォンのデザリングによるインターネット接続のみとい

う学生も，ある割合見受けられるようになっている．月単位

及び日単位で，利用データ量が設定値をオーバーしてしまう

と，追加料金を支払わなければ，128Kbps 程度の低い速度接

続になってしまうという状況になっていた． 
以上，述べてきた通り，無料で使用できるクラウドサービ

スや，汎用的な民生品の組み合わせによって，教員が遠隔授

業を実施できるようになったことが大きな変化と言える．一

方，ネットワーク環境は，有線よりも無線が主流になったこ

とで，どこでも受講できるようになった反面，利用データ量

に応じた料金体系となっているため確実性が落ちるように

なったと言える．インターネットは，もともとベストエフォ

ート型のネットワークであり，1990 年代は有線であっても，

帯域が細く確実性があるものではなかった．1990 年代のノウ

ハウが改めて有用になってきていると言える． 
 
4. 2020年直前の専修大学の遠隔授業に関連する動き 
 ここでは，コロナ禍による遠隔授業となる 2020 年 4 月の

2 年前である，2018 年からの専修大学の状況を述べる． 
2011年からほぼストップしていた遠隔授業の話が，2018年

に再び持ち出されるようになったのは，神田新校舎（10 号館，

140 年記念館）建設に伴い，2020 年 4 月から商学部移転，国

際コミュニケーション学部新設することになったことによ

る．経営学部と商学部のスポーツ推薦入学生を対象とした，

SWP（スポーツウエルネスプログラム）科目は，生田キャン

パスにて開講されてきたが，商学部の神田キャンパス移転を

機に，神田キャンパスでも開講する必要が出てきた．両キャ

ンパスにおいて，同じ科目を別授業として実施することは，

担当教員確保の面で懸念があるということで，学長宛に遠隔

授業の検討を行うよう要望が出され，それに基づき「遠隔授

業にかかわるワーキンググループ」が 2018 年 7 月 5 日に設

置され，筆者が座長として指名された． 
この WG では，法令上の問題点の整理・確認，生田・神田

キャンパスに既設の遠隔授業設備の確認，及び模擬授業を実

施して問題点を整理し，神田新校舎の教室に導入する遠隔授

業設備やサポート人員の確保などを要望としてまとめ，学長

に報告した．模擬授業を実施して，教員に体験してもらうこ

とで，同時双方向型の遠隔講義設備があるだけでは遠隔先の

教室へ適切に講義が届けられているかどうか確認すること

が難しく，両方の教室の学生に適切に配慮して授業を行うこ

とが困難である，という問題が指摘された． 
2019 年に，2020 年度から実際に遠隔講義で実施する授業

を募ったところ，最終的には３つの授業のみとなってしまい，

小さなスタートとなることになった．しかし，この WG によ

って，幅広く遠隔講義設備のことや，同時双方向遠隔授業実

施おける困難さがどこにあるのか，教職員に再認識されたこ

とは意義があったと考えられる． 
この WG とほぼ並行して，会議や打ち合わせのために，教

職員が神田キャンパスと生田キャンパスとの間を移動する

コストのこともクローズアップされ，情報科学センター，情

報システム課を中心に，ZOOM など，専用機を使わず，汎用

PC やスマートフォンで会議をするシステムの検討が始まっ

た．2019 年後期から，Microsoft 社の Office 365 をメールシス

テムとして，教員も職員の採用することとし，同年 11 月か

らは，Office 365 の Teams をコラボレーションツールとして

使用できる状況になった．Teams には，PC で使用できるビデ

オ会議システムも含まれており，教職員全員が PC を利用し

てビデオ会議システムを使用できる状況になった．神田キャ

ンパスと生田キャンパスとの間の職員間の打ち合わせでの

使用が見られる一方，教員が関わる会議は，情報科学センタ

ー運営委員会で使用される程度であった． 
Office 365 により，教職員同士のコラボレーション基盤が

構築された一方，教員と学生の間の連絡や情報共有の基盤を，

大学がメールや LMS 以外に持ち合わせていないことが指摘

されるようになった．そこで，それまでメール用にしか使用

されてこなかった Google 社の G Suite for Education を，2019
年 11 月よりメール(Gmail)以外の標準アプリケーションでも

使用できるように設定変更するようにした．その中には，

Google Classroom や，当時 Hangout Meet という名称だったビ

デオ会議アプリケーションも含まれていた．この段階では，

情報科学センターの公式サービスという位置づけではなく，

興味がある人は，自分の責任で使用して下さい，という位置

づけとし，利用マニュアルなどは整備しない，ということで

進めていた． 
 

5. コロナ禍での専修大学の遠隔授業に関連する動き 
 2020 年 3 月に入って，他大学での遠隔授業導入検討の話

が伝わり，情報科学研究所では，望月俊男ネットワーク情報

学部准教授を中心に「大学の遠隔授業を展開するための簡易

ガイド」を作成するという動きになった．情報科学センター，

情報システム課では，具体的な実現方法の検討を始めること

となった． 
 専修大学が保有する Learning Management System(LMS)で
あるCoursePowerの契約終了が近づき，2021年度から新LMS
を導入することとなっており，その仕様の検討が 2019 年度

に進められていた．既存 LMS は，同時に 1000 人程度しかロ

グインできないハードウェア能力で，同時に 10000 人程度が

遠隔授業に参加する可能性を想定すると，既存 LMS の能力

を拡張しても対応できるものでもない．翌年度導入予定の新

LMS は仕様決定をした段階であり，速やかに全学規模の遠

隔授業を実施するためには，別の方法を考える必要が出てき

た．そこで注目したのが，筆者などきわめて一部の教員しか

利用実績はないものの，既に契約をして利用できる状態にあ

る G Suite for Education（以下，G Suite）であった．クラウド

型で，数千万人規模のグローバル同時利用の安定的な実績が

あるため，本学の遠隔授業の基盤として妥当であるという判

断に至った．G  Suit は，Classroom という LMS に相当する

アプリケーションを中心にして，他の G Suite アプリケーシ

ョンと連携して学習活動を支えることができる． 
 G Suite を使用することで，旧来型の LMS（資料ファイル

の配布，レポートの提示・受理・評価，ツリー型のテキスト

掲示板を主とした機能とするもの）を超えて，G Suite に含ま

れる様々なアプリケーションを使い分けながら，教員と学生

が緩く同期しながらインタラクティブ性を確保できる，新し
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い形態の遠隔授業を展開できるようになった．同時双方向型

の遠隔授業が，常に同期しているのに対して，G Suite を利用

する方法は，授業中のある時間帯はビデオ会議で常に同期し，

ある時間帯は個人で考えてまとめたりチャットに書き込み

（非同期），ある時間帯は考えたものを持ち寄り小グループ

で共同編集して同期し，といった様々な学習活動をフレキシ

ブルに切り替えられる．教員が 90 分の授業時間を，どのよ

うな活動から構成していくか，インストラクショナルデザイ

ンの観点で思考することができるようになった．学生にとっ

ては，スマホアプリでも使用できるため，4G(LTE)回線のス

マートフォンしか保有していない学生でも，インタラクティ

ブな遠隔授業を受講できる． 
 このような考えに至るようになったのは，2000 年代の遠隔

授業に関連する様々なプロジェクトが，学生アルバイトを活

用しながら苦労して実現していたことを理解していからだ

と考えている．コロナ禍で全教員が遠隔授業をするというこ

とは，学生アルバイトによる支援を期待できないことを意味

する．まったくこれまで遠隔授業を経験していない教員が，

メディア授業告示で求められている，学生とインタラクティ

ブ性を確保しながら授業を進めていくことは容易なことで

はない．Web 2.0 の仕組みを駆使して作られている G suite の
ようなツールは，そのような教員でも，比較的容易に自分の

スタイルでインタラクティブな授業を構成できることにつ

ながると考えた． 
 またオンデマンド型では，いつでも学修できる反面，学生

が規則的に学修習慣を維持できない可能性がある。G Suite を
使う方法であれば，無線のような安定しない回線においても

比較的無理なく，授業時間内にインタラクティブに授業を展

開し，学生の学修を継続できると考えた． 
 その考えを共有しながら，望月俊男准教授に，教員用のマ

ニュアルを制作していただき，それに基づきネットワーク情

報学部，情報科学研究所，情報科学センターで協力しながら，

教員向け講習会を展開していった．その当時は「 Classroom
とは何？」と不安そうであった教員が多かったが，7 月に後

期の遠隔授業の話をする頃には，Google Classroom を中心と

した G Suite を継続する声がほとんどになっており，専修大

学における遠隔授業でのツールとして評価が高い証拠にな

っていると考えている． 
 筆者の授業（アルゴリズムとデータ構造）で使用した，

Google Slides を用いた演習教材を図 1 に紹介する．スライド

上で図形をデータとし，マウスで図形を動かしながら，アル

ゴリズムの動作のシミュレーションを自ら行うことができ

る。操作の状況も他人と共有できるので，グループ演習をし

たり，教員からすぐにアドバイスをすることもできる． 
 
6. CODプロジェクトからの知見 
最後に，COD プロジェクトの実際の撮影において役に立

つ知見を最後に述べる．これから対面授業が徐々に復活して

いくとは言え，教室内の学生密度を下げておかなければなら

ない場合，オンデマンド型の遠隔授業がないと，学生が時間

割をうまく組めないという事態となることが想定される．ま

た，対面授業を遠隔授業と差別化するために，事前に動画を

見て学習し，授業中はディスカッションを中心に授業を進め

たい，という教員も増えていくだろう． 
授業目的公衆送信補償金制度が，コロナ禍により急遽実施

開始されたことにより，オンデマンド型の授業で使用する著

作権を，教員個人が許諾をとらなくても良くなったことも，

オンデマンド型授業の追い風になる． 
オンデマンド型授業のコンテンツを作成していく場面を

いくつかの基準で分けて，注意点を述べていく． 
 

教室の実際の授業を撮影するのか，授業時間以外に収録する
のか 
 教室の実際の授業を撮影した方が，教員の手間が少なくな

ることが予想されるが，いくつかの欠点がある． 
 黒板やホワイトボードなどに書いた文字や，スクリーンの

投影されている情報をビデオカメラで収録すると，動画を見

たときに認識できないことが良くある．黒板の場合には，黒

板消しで消した後に，跡が背面に広がることで，動画像を圧

縮した際に見づらくなる．これの問題点は，動画の解像度や

圧縮度とも関係する．教室の様々な環境とも関係する． 
 また音声が確実に録音されているか不安が残る．別途，IC
レコーダーなどでバックアップの録音をしておくという方

法と併用する必要がある． 
 授業以外に収録する際に，安定した動画を撮影できる環境

を選ぶことができるのであれば，学生にとって視聴しやすい

動画を作成することができる． 
 
編集をどの程度するのか 
 はじめて授業動画を収録した教員，特に授業以外で収録す

る場合は，撮り直しや収録後の修正をしたくなるものである．

 

図 1 Google Slides によるアルゴリズムシミュレーション演習教材の例 
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言いよどんだりしている場面はカットしたくなる．気になる

箇所をすべて編集をしていると，動画コンテンツの長さの何

倍も時間がかかってしまう．教員個人で動画コンテンツを作

成するのであれば，どこかで諦めないといけない． 
今回，20 年前に収録した様々な授業の編集前動画（図 2）

を改めて見てみたが，話されている内容が理解できないとい

うことはなかった．教室で学生は理解しているのだから，割

り切りが必要であろう． 
 授業中に撮影する場合は，授業の内容に直接関係ない話を

している所をまとめてカットするくらいが良いであろう． 
授業時間外での撮影をする場合は，10〜15 分程度で撮影を

区切っておくことで，どうしても撮り直しが必要なときに影

響を少なくすると良いであろう．明らかに言い間違いがある

ようなことが見つかった場合は，撮影し直すのではなく，補

足文書を用意する方が良い． 

カメラワーク
撮影を手伝う補助者がいなければ，カメラの首振りやズー

ムが必要となることがないように振る舞う方が良い．ある程

度引いた状態で撮影してわかるように振る舞い，カメラにポ

ジションを覚えさせられる希望があるのであればその中で

振る舞うようにし，その際には文字の大きさや色など視認性

を把握しておく必要がある． 
 撮影を手伝うのがアルバイト学生の場合，能力や集中力を

考慮して，複雑な操作がほとんど無いように振る舞うと良い． 

7. 最後に
前期期間中に，ほぼすべての授業を遠隔授業として実施で

き，多くの教員から，専修大学のスタイルが，他大学の方法

と比べて持続性があるものとして評価を受けている．その成

功の裏にある，過去のプロジェクトで努力を積み重ねてきた

教員の方々，協力してくれた当時の学生たちに感謝したい． 
今後継続的に専修大学の遠隔授業を発展させていくため

には，2011 年 3 月 9 日に e キャンパス推進委員会が教育開発

支援委員会と両委員長の連名で，2011 年 3 月 9 日に学長宛に

出された「専修大学教育開発支援センター（仮称）の設置に

ついて（願い）」の文書で記載された要望を再検討する必要が

あると考えている． 
この文書には，「現在，学内で先進的授業を展開している教

員からの要望が多く，重要と考えられる教育支援業務を優先

的にセンター業務に組み込む必要があります．その代表例の

一つとしてすでに実施中の遠隔授業やオンデマンドコンテ

ンツ配信を含む各種 ICT 活用授業が挙げられます．そのため

には専門職員の配置や学生スタッフのトレーニングも必要

となります．」という記述がある． 
本学では，この要望があった後も，教育開発支援委員会と

いう委員会という形のまま残っており，教員が遠隔授業をよ

り高度に実施するための支援をするリソースを保有してい

ない．また，e キャンパス推進委員会が，規程には残ってい

るものの委員会委員が選出されていない状況であり，その役

割を実質的に情報科学センターが担ってしまっているが，規

程上，そのような役割にはなっていない．要望当時の 2011 年

は，「先進的授業」であったものが，現在では，多くの教員が

行わなければならない状況であり，センター機能の必要性が

より高まっていると考えている． 
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